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1.は じめ に

昨今、 日本 のファッシ ョンビジネス業界 は、厳 しい経済状況 と国際競争に対応すべ く、

様 々な角度か ら改革が行われてい る。そのなかで も流通 における改革は終わ りな き戦 いで

あ り、多 くの思索 と問題点が渦巻いてい ることは周知 の事実である。特 に、生産基地 の海
ユ　

外移転 による国内生産量の減少 に対する企業の考え方は、前回報告 で述べた通 り、多品種 ・

少量生産 ・短納期 などの高付加価値 をもった分野での生 き残 り策 として認識 されている。

また、 トータルコス トの低減 を目的 とした、生産技術 と経営管理 システムの融 合による独

自のSCM構 築や、 日本 の得意分野であ る高機能繊維 の開発 も進 んでいる。

本報告では、 この ような状況 を踏 まえた上で、国内生産 の復活 や 日本ブラ ン ドの海外進

出 を目指す活力のある企業 を取 り上 げて事例の報告 と考察 を行い、 フ ァッシ ョンビジネス

の活性化 に向けた一助 としたい。

2.国 内生産の復権と技術の育成

近年、国内生産品の生産量 は著 しく減少 し、国内産業 の空洞化 を大 きく進めて しまった。

しかも、現在では海外 生産における生産設備や技術が向上 し、国内生産品 との質的格差が

な くな りつつあ るな ど、国内の生産地が益 々苦戦 を強い られ る状況 にある。 このように繊
2)

維産業が危機に瀕している原因について伊藤氏は次のように述べている。 「繊維産業が危
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機 に瀕 しているのは、 日本のq工 場 で ミシンが踏 めな くなったためでな く、 イタリアの

アルマー二やアメリカのラルフ ・ロー レンの ような、国際的な価格競争 に負 けることのな

い付加価値の高い商品をつ くるデザイナーや企業 を育てて こなかったためであろう。す ぐ

に真似 ので きる付加価値の低 い商品が競争力 を失 うのは、ある意味で当然 のことなのだ」。

即 ち、 コス トや賃金格差だけが原因ではな く、企業 としての ビジネス に対す る計画性が欠

如 していた ことや、先 を読み取 る予測 を怠 っていたこ と、すなわちビジョンを持てなかっ

たことが この ような状況 を招 いたといえる。 日本が戦後短期 間で世界的な経済先進 国にな

った ことや、元来競争心の乏 しい国民性が災 い し、 グローバ ルなビジネスビジ ョンを見 間

違 った とも言えるのではないだろうか。

また、前回報告 による企業 の流通責任者に対するアンケー ト調査で も、国内生産品の生

き残 りはオーダーメイ ドや工芸品的な高級 品など、高付加価値商品分野での役割 として特

化すべ きとい う考え方が一般 的である。 しか しなが ら国内生産で もコス トダウンや効率的

なシステムづ くりはまだまだ可能であ り、そのためには業界全体 で統一 された取 り組み方

に頼 るだけではな く、企業がそれぞれに個性あ る技術 を開発す ることが必須条件 となる。

即ち、高付加価値で高感度の商品 を低 コス トで生産で きるシステムで、優 良品の提供 に徹

し、社会 に貢献するな どの品質第一主義 を貫 き、顧客起 点に立った商品を生産 し続けるこ

とが、生 き残 りのための条件 といえるのではないだろうか。そ こで、感性度の高い多品種、

少量生産への対応 を目指 して伝統 を守 りなが ら国内生産中心で業績 を伸 ば し続 けている企

業 につ いて、面接調査で得 た内容 を主 とした事例紹介 を試み る。

2-1優 良生地生産 にお ける技術 とシステム事例

[調査方法]

面接 日時 ・場所 平成15年11月18日(火)・(株)シ ョーワ本社

回答者(株)シ ョー ワ 取締役 高杉哲朗氏 ・総務部長 石井建 治氏

[会社概要]

社名

設立

資本金

業種

事業内容

本社 ・工場

株式会社 シ ョー ワ

昭和16年ll月28日

3,300万 円

広 巾綿織物製造業

子供服、 カジュアルウェア向けを中心 にした独 自のテキスタイルの

企画 ・製造 ・販売お よびソフ ト開発。糸か ら服 の製造販売 まで行 う

トー タルファッシ ョンクリエー ター

岡山県倉敷市(写 真1・ 写真2・ 写真3)
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企業コンセプト

会社紹介

生産システム

原 料

主要取引製品

保有する技術

提供できるサービス

デザィン・企画コンセプト

縫 製技 術

「環境 と人 にやさ しい」

株式会社 シ ョーワはテキスタイルメー カー として生産性 よ りも品

質 を優先 させるな ど独 自のこだわ り生産 を行 ってお り、特 に先染

織物や二重織 では優 れた技術 を持 ってい る。

国内自社工場生産100%

ジ ンバブエの最高級綿

ジンバブエ ムラ糸 ッイル ・高密度二重織 ・オーガニ ックコッ トン

ダンガリー

ロープ染色技術 ・生産機械 ・設備 の自動化技術 ・高圧液流洗 い加

工装置

オ リジナル企画の織物 の開発 ・オ リジナル製品の製造

「着 る人 を幸せ にするテキス タイル創 り」

アソシエイツ ・ショー ワに よる裁 断納品 とハ ンデ ィクラフ ト的な

縫製

[特 色]

(株)シ ョー ワでは生産性 よりも品質 を重視 したこ とによ り、元来、 日本の優 れた品質基

準 を求 めて素材 にこだわる顧客の満足度 を高め、高品質 ・高付加価値商品の生産 を実践 し

ている。

シ ョーワの立地す る周辺地 区は、設立当時の1940年 頃よ り制服や ジーンズ、作業衣な ど

耐久性 ・実用性が必要な用途に使用 され る厚地の綿織物の産地 として比較的小規模 企業が

立ち並 び栄 えて きた。そ して1960年 前後の 日本 の高度成長期 にあっては、全 国的 に生産工

業のアジア移転の傾向が強 まる と同時に、周辺地区 も例外 な く多 くの企業が これに追随 し

た。当時は海外に 自前の生産工場 を持つ事 は当然の ことのように受取 られていたが、ほ と

んどが商社 か らの受注生産であ り、その後、商社が直接 に海外工場 と取引 をす るようにな

ったこ とで、多 くの会社 が倒産する とい う結果 を招いて しまった。 しか しシ ョーワで は、

この ような様 々な社会状況や環境 の変化 の影響 を受 けつつ も、商社か らの受注生産 を徐 々

に減 らし、 自社企画で独 自の生産 シス テムへ移行す るなど、現在 まで一・貫 して 自社工場で

の国内生産 を守 り続けて好結果 を得 てい る。

昨今、 アジアにおける生産技術 は以前 よ り大 き く向上 してお り、低 コス トで外観 ・品質

共に国内生産品に引けを とらない商品の生産が可能になってい る。 これ に対抗 し、 コス ト

のかか る国内生産 を存続 させるために、テキス タイル業界では小 ロッ ト・多 品種 ・短納期

が求め られてお り、 まさにその条件 に適応で きた ことが良い結果 を生 んでいる といえる。

最近 の傾向 としては、全体供給量の中で新素材の シェアーが拡大 し、 シ ョーワの取扱商

品がコッ トン中心であるため、繊維 自体の開発 よ りも染色 ・加工 ・仕上げによる高付加価
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値、デザ イン、 カラー、 シーズ ンなどで多様化 して対応 してい る。 ただ、素材企画 は服作

りの初期段 階であ り1～2年 先 の流行 を予測す ることが最 も難 しい点であることは例外 で

はない。

また、 インフラ整備 の受益 に伴い繊維流通が合理化 されたことは、各企業が在庫 を持 た

ない ビジネスモデル を構築 している中で、 リス クを犯 してで も在庫 を抱 えることで発注 に

即応 し短納期 です ばや く対処 している。これは、海外生産のメリッ トである低 コス ト・大

量生産では困難 な小 ロッ ト・多 品種 ・短納期の需要に対処で きるニ ッチ産業 として生 き残

りを図るための興味深い成功例 であ る。

写真3(株)シ ョーワ工場 内部

2-2か んばん方式のシステム開発 と導入事例
注1)

TSSは 世界的 に採用 されている 「トヨタ生産方式」の考えが基本 になっている。

トヨタグループのアイシン精機がJust-in-Timeの 理念 による生産技術 に、独 自の経営

管理技術 を融合 させた、単 なる生産技術 とい うだけに止 まらない経営課題全体 の リエ ンジ

ニアリングに及ぶ システム というべ きものである。

3)

2-2-1TSSの 目指すもの

① お客様に 「望 まれる商品を、必要 な時に、必要 なだけ」生産 し供給す る仕組みの構 築

を目指す。製品の流通在庫 を含 めた製品在庫の極小化 を達成す るだけでな く、求め ら

れる商品を予定納期にあわせ るこ とや、更に原材料 の調達 にも適正化が図 られること

になる。

図1TSS効 果(在 庫)
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② 品質 ・生産性 ・納期の 「ムダ」 の徹底排 除による トータル コス トの低減 を目指す。品

質不良 は製品の歩留 ま りを低下 させ、生産性 のムダは コス トアップに、納期遅れは売 り

逃が しとい う経営の根幹 に影響す る大 きなムダとなる。

図2TSS効 果(ト ー タルコス ト)

③企業風土の改革 ・人材教育 ・職場環境整備 を 目指す。生産効率の改革 は、従 来の シス

テムを踏襲す る作業習慣か ら、社員全員が意識 をもって見 なおす ことか ら始 まる。

…レ(曜国四回一D

図3TSS効 果(人 材育成)

2-2-2TSS導 入の事例

[調査方法]

面接 日時 ・場所 平成15年10月31日(金)・ ニシキ(株)本 社

回答者 ニシキ(株)藤 冨取締役 ・日高氏

[会社概要]

社 名 ニシキ株式会社
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所在地

売上高

取扱商品

販売ルート

導入時期

福 岡市東区多 ノ津14-1

26億 円(資 本金:1億 円)

ベ ビー、介護、健康用 品の企画、製造、販売

量販店、百貨店、専 門店 など

昭和58年

①TSS関 連の生産設備 の内容

縫製工程 を構成する10台 の ミシン設備で編成 され、立ち作業で3～5人 が作業 に係

わる。作業者 は一・人2台 ～3.5台 の ミシ ンを担当 し、生産 ラインに従 って移動 し 「流

れ作 業」 で商品がで きあが る。商 品(品 番)に よって設備の ラインが組み立てられ、

各 々別 の生産ラインで同時に幾つかの商品が短期 間で完成 される。従来 の縫製作業で

は 「単能工」であったが、TSSの システムでは 「多能工」化が可能 となっている(勿

論そのための教育が前提 になる)

ミシンの種類

作業

仕上げ
ノ
小 間

i
2本 針

/
オ ーバ ーIIッ ク

たたみ付け
＼ ＼

ヘム縫い
＼

腰、縁巻 ←

E

(1枚 流 し)一一一一作 業員A

作業員C
＼

ノ

で

B・C共 同作業

オ ーバ ー ロ ック

両脇縫い

〉 一 一 一 一 作 業 員B-一 一 ノ

オ ーバ ー ロ ック 平3(2本 針) サイ ド 2本 針

股当縁縫い
/

股当付け
/

股縁切り
/

股 レース付け

A・B共 同作業

図4生 産 ラインの例

↑
オ ーバ ー ロ ック

たたみ付け

生産数 は工場全体 で5,000～8,000枚/日 、作業員一 人当 り1日100枚 の製品仕上げ

②TSSの 成果

コス トダウン ・リー ドタイム短縮 ・その他 の効果が認め られた。

TSSの めざす大 きな成果 は原材料 の仕入、生産段階での仕掛 り在庫、工場での製品

在庫、更には販売部門でのス トックを極小化、適量化 で きることで、15%程 度(企 業

に より格差がある)の コス トダウン効果が可能になった。 また、生地裁 断か ら製品 ま

で最短1日 ～2日 であることや縫製工程の作業進捗状況 は 目視管理がで きることな ど

が望める。

③TSSに よる国内生産 のメリッ トと将来展望 について

TSSで の国内生産は、単 なる生産性 向上、Just-in-Time実 現のためのシス テム

で はな く、改善活動 を通 じた人材育成 と企業の風土改革 を実現す ることによ り、継続
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した改善の成果が得 られるシステムであ ると理解 した上で導入 し、

運用 によって定着 する 日本型SCMと 考え られ る。

自社商品にあった

3.日 本 ブ ラ ン ドの 海 外 進 出 につ い て

昨今、海外ブラン ドの 日本進 出は目覚 しく、海外企業 にとって 日本市場 は多 くの利益 を

もた らしている。莫大 な資本 と合理化 された流通 システムを所有す る海外のグローバルカ

ンパニー と競合す る国内企業 にとっては過酷 な状況を免れ ることがで きない現実がある。

本来な らば、同様 に日本企業 も海外 に積極 的に進出 して優位 に立つべ きところであるが、

残念 なが ら現実 は一・部 を除いて否であるといえる。そこで、今後 日本 ブラン ドの海外進 出

が活性化す る可能性 について、 これまでの経緯 と企業 に対するアンケー トに より検証す る。

3-1マ スコミ媒体 よ り

日本のオ リジナル 「ブラン ド」 について、

の推移か ら見 る と以下の通 りであ る。

第一段 階1983年

第二段階1990年 代

第三段階2000年 代

2003年

ライセンス供与を含む海外進出の大きな流れ

東京 ディズニー ラン ド開園

「スーパ ーマ リオ」 など任天堂ゲーム ソフ トの世界的展 開

日本製 アニメのアジア地区へ の進出

メー ドイン ・ジャパ ンのキ ャラクター商品の海外 マーケッ トの拡大

(例一サ ンリオのハ ローキテ ィーなど)

アパ レル縫製基地のアジア移転加速

日本の有力 アパ レルブラン ドの海外への進出、 ライセ ンス供与の本

格化

「千 と千尋 の神 か くし」を始め として、 日本 アニメ映画、音楽界の世

界的進 出

中国のWTO加 盟 などを契機 として、 日本 ブラン ドが海外 出店 し、

ブラン ド提携 も本格 的になって きた

また、新 聞記事 などでは海外進出の事例 を次の よう取 り上 げている。
4)

①ユ ニクロ、ロン ドンに新会社

2003年8月 の 日経流通新聞 によると、 ファース トリテイリングは英 国での店舗網 を

21店 まで拡大 したが、16店 を6月 までに閉鎖 した と述べ てい る。 また、今後の英国で

の5店 の店舗運営 の受け皿 となる新会社 「ユニクロ ・ユーケー ・リミテ ッ ド」 を設立
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した と発表 し、急拡大路線 の軌道修正 と安定的なシ ョップ展 開が 目的 と考 えられる。

5)

② オンワー ド樫 山、中国で婦人服出店加速

2003年8月 の 日経新 聞による と、オ ンワー ド樫 山は中国で婦人服販売店の出店 を積

極化する と掲載 している。主力 ブラン ドの 「23区」 「ICB」 を2005年 までに100店 舗

に拡大す る計画 で、中国の都市部 で増 えている富裕層 をターゲ ッ トに した需要を見込

んでい る。2001年12月 上海 に設立 した恩瓦特貿易(オ ンワー ド貿易)が2003年9月 ま

でに 「ICB」7店 、「23区」8店 、紳士服の 「23区オム」2店 を開設 してお り、更 に

出店 は上海、天津 な どの14都 市 に拡大す る計画で、最終2005年 には売上40億 円を 目標

に置いている。

6)

③ サ ンエー と米キ ャラウエイが衣料 品で 日韓出店拡大

2003年8月 の 日経流通新 聞による と、サ ンエー と米キャラウェイ社が ライセ ンス契

約 を結 び、 日本 と韓 国で 「キャラウェイ」 ブラ ンドのアパ レル事業 を拡大すると掲載

している。米 キャラウェイ社は ゴルフ用 品マーケッ トでは有名 なブラ ン ドであ り、サ

ンエーはこの契約 により、紳士、婦人、子供 までの ゴルフウエアー、カジュアルウェ

アーや帽子な どを国内で企画 ・生産 と国内販売(2003年8月 より)を 行 なう。 また韓

国では子会社 のサ ンエー一・インターナシ ョナル コリアが2003年2月 か ら店舗展開 を始

めてい る。尚、2006年8月 期、小 売ベースの 日本で の売上高は2003年8月 期比4.3倍

の60億 円、韓国で も(同 期比4.8倍)の32億 円を見込 んでいる。

7)

④ ファイブフオックス社長に聞 く

日経流通新 聞2003年1月 の年頭取材 に対 し、 フ ァイブ フォックス社長が次のように

述べた と報 じている。 「創業 ブラ ン ド 『コムサ ・デ ・モー ド』 を中核 に置 くことに変

わ りはない。 しか し将来 は介護用衣料や 『ルイ ・ヴ ィ トン』の ような高感度ブラン ド

を手掛 けてみたい」。一方、海外展 開についての問いに対 して、「パ リや ミラノで 「コム

サ ・デ ・モー ド』が勝てるか どうか疑問だが、アジアでは 『コムサ ・コムサ ・コムサ』

と 『コムサ ・イズ ム』 を生産 してお り、既 に基盤があ る。 日本 は今 世紀前半に市場飽

和 になるので、で きれば自分の代 で、 巨大人口 とマーケ ッ トを持つ中国に進出する き

っかけを作 りたい」と話 している。

8)

⑤ ワール ド アジア攻勢、販路開拓 に
9)

ワー ル ドが東 南 アジ アで販 売 強 化、 シ ンガポ ー ル に子 会 社

ワー一ル ド、 オ ンワー ド樫 山、 イ トキ ン、 エ ゴイ ス トな どアパ レ・ル有力 ブ ラ ン ドメ ー カ
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一が アジァ地域 で出店を加速 している中で、2002年4月 の 日経流通新聞は次の通 り掲

載 している。

ワール ドは、2001年6月 に韓 国に販売子会社 を設立 し、2002年2月 は2店 でス ター

ト、2004年 までに10店 舗 とする計画。既 に20店 を展 開する中国では、 ミセス向け 「コ

ルディア」 などの秋冬物 で15店 舗 を新設 し、25店 を運営す る台湾で もキ ャリア向けブ

ラ ン ドで8店 の出店 を決めている。

また、香港の100%子 会社 「ワール ド香港」 の資本 を増強 し、 ここを拠 点に東南 ア

ジア向け業務 を本稼動する。 ワール ドは現在中国の上海、北京、香港 と台湾、韓国の

5地 域で 日系百貨店や直営店向けに 「コルディア」や 「オゾ ック」 のほか、 アジア向

け独 自ブラン ド 「ファージュ」 を販売 している。香港のスタッフ増強でアジア地域 の

市場調査 を強化 し、販売網が確 立 していないアジア地域での販路開拓 だけでな く、将

来的にはこの地域 での商品企画や生産体制 を確立 したい考 えである。 日本国内 と同様

に製販一体 の体制 を整 えるこ とで在庫や販売機会 ロスなどを最小 限に抑 えたSCMシ

ステムを作 ることを狙 っている。

また、2003年7月 の 日経新 聞では、 ワール ドが シンガポールや タイ、マ レーシアな

ど東南 アジア諸国連合(ASEAN)地 域 の販売 を強化するために、6月 には 「ワー

ル ドシ ンガポール」 を設立 し、7月 か ら営業 を開始 し新規 出店 をすす め、新会社 は

2003年 末までに新 たに2～3店 舗 を出店する予定である と報 じている。

ユゆ

⑥ ロ ン ドンに靴下専 門店

日経新聞は、靴下専門店 「靴下屋」が一号店 を2002年3月 ロン ドンにオープンした

後、 ロン ドンでの販売動向を見極 めた うえでパ リや ローマな ど欧州の主要都市 に店舗

展 開す る計画である と報 じている。 日本製 のソックスの高 品質 イメ ージを前面 に打 ち

出 し、「TABIO」 の商標 で高級 ブラン ドの確立 を 目指す。今後 ロン ドンに現地法

人 を設立 し、 日本か ら商品 を供給 して、EC域 内で33ヶ 所 の出店予定地か ら具体的に

出店先を絞 り込んでい く。

11)

⑦エース 中国での販売来期20%増 に

2003年11月 の 日経流通新聞は、 カバ ンメー カーの大手 「エース」が中国での生産、

販売 の強化 に乗 り出 した と報 じた。上海の拠点に中国向けの商品を開発す る部門を新

設 し、一般小売店へ の販促 も強化す る。中国での販売 を2004年12月 期 には30億 を見込

む。上海 とその周辺での直営店展開 は124店 となってお り、それ以外 の地域では販売

代 理店 を通 じて410店 舗 に商品の卸販売 を行 って、 当面 日本人 スタ ッフを派遣 しマー

チ ャンダイジング指導 などで売 り場 のイメージを統一す る。中国市場 は海外旅行 の増
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加で カバ ンの需要が拡大 している ことが積極的方針 に出た大 きな理 由である。

12)

⑧ ワコール 中国事業 を北京で統括、取扱店4倍 に

2003年5月 の 日経新 聞はワコールが中国事業 を強化す ると報 じた。北京の子会社 に

同国内での新製 品開発 や製造 ・販売 を統括す る本社機能 を持 たせ、広東の製造子会社

な どに分散 していた体制 を改める。中国の世界貿易機 関(WTO)加 盟 に伴 う外資系

企業への販売規制緩和 をに らみ、2008年 には取 り扱 い店 を500店 に増やす計画で製販

の体制 を刷新 し、効率的な事業展 開を進める。近 く北京 ワコールを増資 し、商品開発

や製造 ・販売管理、法務、財務 な どの権 限を集 中させ、社員1,000人 体 制 とす る。 ワ

コール中国の2003年 の売上高を9億 ～10億 円 と見込み、2008年 には45億 円を 目指す と

いう。

3-2ア ンケー ト事例

日本 ブラン ドの海外市場進出の現状 と展望 についてア ンケー トにより検 証する。 尚、 ア

ンケー トは各企業 の責任者 に質問用紙 を送付 し、各質 問に対 して記述式で回答 を得 た結果

をまとめた ものを掲載 した。

[アンケー トの発送 日]2003年10月

[ア ンケー トの送付数]5社(大 手 アパ レル及び大型小売店)

[ア ンケー トの内容]

質問1
日本ブラ ン ド(あ なたの企業)の 商品 について、マーケ ッ トと しての海外

市場進 出はどの程度進 んでいるか。 また将来 はどう考えるのか

質問2

日本特有の高度生産技術(シ ステム)が 生 かされ、国内で生産 された もの

が 日本市場、及 び海外 に向けてマーケ ッ トシェアーを拡大す ることがで き

るのか

[アンケー トの回答数]3社(企 業名は非公表)

[回答企業の業態]

区 分 業 態

A社
中国な ど海外生産率が高 く、主たる販売 ルー トは量販店である。婦人服 を

中心 とした中堅アパ レル

B社 カーテ ン、カーペ ッ ト、室内装飾品全般 を取 り扱 う総合イ ンテリア企業

C社 関西系でマーチ ャンダイ ジングや情報化の進 んだ中堅百貨店
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[回答結果ユ

質問1海 外進出の現状 と展望
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質問2高 度生産技術のマーケット拡大の可能性

3-3高 機能繊維開発 と繊維の ブラン ド化

日本 では昭和26年 にナイロ ン、昭和33年 にはポ リエステル とアクリルの生産 を開始 し、

以降3大 合成繊維 とされ る繊維の進 出と成長は大変めざましい ものがあった。 しか し、昭
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和40年 代後半か らは 「合繊不況」 に突入 し、その後量産型 の素材や品種 は例 に もれず、東

南アジァ地 区への設備、技術の移転が進んだ。最近 では日本 国内へ の逆流入 で合繊素材の

値崩れが始 まってお り、更には国内メーカ.__.でナイロ ン、アクリルか らの生産撤退 を表明

する繊維 メーカー もでて きた。

綿紡績 ・毛紡績 については、 もっ と早い時期の昭和30年 代後半か ら生産縮小 ・減産 ・工場

のリス トラに追い込 まれ、長期低迷期 に入 っている。

大 きな潮流 は量産型品種 については、合繊 ・天然繊維 いずれ において も国内生産ではコ

ス ト面での競争力か ら見て限界 に達 してお り、最近では海外生産の及ばない特長のある 「高

機能繊維」の開発 に特化す るとい う方向にシフ トしているのが現状 であ る。 これ らの 「高

機能繊維」 はその特長か ら、繊維素材 としての 「ブラン ド」化が進 み、特 にスポーツ用品、

肌着関連、 アウ トドアー用品、婦 人インナー用途 での 「高機能商 品」の分野でマーケ ッ ト

シェアを拡大す るとい う戦略パ ター ンになっている。

注3)14)

表1日 本の主な高機能繊維マップ

◎ は優れている

○ は機能有り

分類 目 的 主 な 機 能 Ny Pe Ac Co Wo Ra Etc

ヘ
ル
ス
ケ
ア
ー

快

適

性

透湿防水 0 0 0

吸汗 ・速乾 0 0 OO 0

保温 ・蓄熱 ◎ 0 0 0

UVケ ア ー ◎ 0 ◎ OO

健

康

性

マイナスイオン ◎ 0 0

PHコ ン トロー ル 0 0 0

ノ ンア レル ギ ー 0 ◎ 0 O 0

清
潔
性

抗菌 ・防臭 0 0 ◎

防 カ ビ ・防 ダ ニ 0 0 0

安心安全性 静電 ・難燃 0 a 0

イ
ー

ジ
ー

ケ

ア
ー

着用

快
適
性

防縮 ・防 しわ ◎ ◎

形状安定性 0

ウ オ ッシ ャブ ル OO 0 ◎

エ
コ
ケ
ア
τ

環

境

リサイクル 0 0

生分解性 0 0 O
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このような生活関連の機能繊維の開発はいまや全開の状況であり、天然素材から合成素

材まで全ての素材に新機能を付加した開発が進んでいる。
13)

例 えば、最新 の 日本ブラン ドの高機能繊維 の開発 では、素材産業でポリエステルの登場
注2)

以来40年 ぶ りの大型商品 として注 目されているPTT繊 維 とい う新素材である。ナイロン

の柔 らか さとポ リエステルの強度 を兼ね備 え、伸 び縮み と形状 回復 に優れ、 日光や薬品に

も強い。用途はス トレッチ性にす ぐれたパ ンツ ・スポーツウエ ァー、型崩れ しないセー タ

ー、肌触 りのよい水着(塩 素 などの耐薬 品性有 り)な どに用 い られ る。 アメ リカではカー

シー ト素材 として、2006年 までに世界 で500億 円の市場 になると期待 されている。

尚、PTT繊 維 は現在、2002年5月 に設立 された合繊大手2社 の合弁会社で 開発 が進め

られてお り、両社 で140件 に及ぶ関連特許 をおさえ 「世界 をリー ドす る繊維」 と評価 されて

お り、欧米、 アジアの競合 国の追従 を許 さない と言 われている。

表1は 一般 に知 られている国内の高機 能繊維 の事例、また表2は 高機能繊維の 「ブラン

ド」例である。

注4)15)

表2よ く知 られている素材ブランドの例

を ハ 　 ソ ロ ロ ソ

騒 蕪萎藤離 欝膿
むりアピ　　ピムロ

ゴア　ツクス/Ny

団 防永・透湿・防風の3穴性能を漏度なバランスで備えた素材。雨の中でも

水滴樋通さずに、汗の水蒸気だけを夕隼部へと放出。タラスブルバ●では約

1.5倍の透湿性を誇る次世代ゴア・を使用。行勤購の快適性を窩めます噂

ヒハ　ソ ロぽソ

慶:彌羅灘 繰欝欝

　 ア ロ ロ ア 　 トう

難 難 雛簗欝 瓢
体 温 上 昇に ともなう温 度 を

吸 収 す る性 能 に使 われ た

新 世 代 マ テリアル ・セイバ ー テック/Pe

湿度の吸放出性に優れ、ウエア内の湿度コントロールを積極的におこなうというタラ

スブルバ●A"21世紀に提案するアクティブ・マテリァル「セイバーデック」。内部に高

吸湿物質をもち.行動によって生じた汗や湿度を感知・吸糖、素早く外部へと放出し

ます。タラスブルバ■はこの特性を生かしたサマーバージョン「セイバーテック・CX」を

開発。体温上昇による汗を吸い上げスピーディに放出することで、冷却効集を発揮。

ウェァ内の爽やかさをキープ、クールに贋周できます。

3-4SWOT分 析か ら見た課題 と対策

SWOT分 析 は 「opportunities」 を発見す るための手法であ り、経営分析 に用 いること

によ り 「弱み」 を 「強み」 にパ ラダイムシフ トさせ、 ビジネスチャンスを見 出す一定の効

果がある。 ファッシ ョンビジネスの現状 ・将来の課題について、SWOT分 析 を行 った結

果 を表3に 表す。 また、それ らへ の対策 について以下に述べ る。

①SPA型 ビジネスモデルが進化 してゆ く過程 では、アパ レル と小売業 とのコラボ レー

ションが大前提 となる。具体 的には取引慣行 の改善、IT化 も含 めた相互情報開示、

取引契約の整備 ・見直 しなどが挙 げられる。

② 日本発のブラン ドや ファッシ ョン情報が、一部の大手 アパ レルか らヨ._..ロッパ、東 ア
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ジアへ進出 しつつあ り、今後世界企業 との競争 に勝つ だけの競争力 を持たなければな

らない。

③欧米の大手小売業が、大挙 して 日本へ進 出 して くることは確か に脅威 には違 いないが、

同時 にチ ャンス と捕 らえるべ きではないか と考 える。

従来の 日本の取 引慣行に とらわれない、欧米型 の合理的かつ厳 しい取引条件 をクリア

す ることで、取引関係 が生 まれ、新 しいビジネスチ ャンスへの道が開かれるこ とにな

る。

4.お わ りに

本報告で明 らかになったことをま とめる と、次の点が挙 げ られる。

① 国内生産 はコス トが高い反面、利点 として高付加価値商品を小 ロッ ト ・多 品種 ・短納

期で対応す ることが可能である。その場合在庫 を持つ ことは リス クが高いが、急 な発
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注 に即応 で きるな ど、メ リッ トと考 えれば希少価値でニーズ も高い。 この ような大手

アパ レルに欠如 してい る利点 を活 か したニ ッチ分野が中堅企業 の活性化 に繋 がる。

②生産システムでリエ ンジニァ リング対応 を行 うことによって、在庫の極小化 と作業管

理な どが よ り効率化 で きる。

③高機 能繊維や染色加工 など、高度技術 を伴 う素材生産に関 しては海外 での評価が高 く、

優 位な進 出は可能であろう。 しか し欧州風 デザ インや カラーなどの感性 を模 倣 し、 ま

たそれ を必要 とす る分野 は、 まだまだ世界 的に受け入れ られてお らず、 この分野での

海外進出は難 しいのが現状である。 したがって 日本 の文化 や感性 を生か した、独 自の

「ジャパ ネスク」 をテーマ にしたファブリック分野は海外進 出の可能性 を秘めている

とい える。

④ 素材開発で は量産型素材 か ら機 能型素材 開発へ の方向が、 わが国での繊維 素材 産業

の 「生 き残 り」のキー ワー ドである。 また迅速な特許権の取得手続 きや法的手段 に加

えて、研究援助環境や優秀 な研究者 を保護 し、 これ らの海外流 出を防がなければな ら

ない。

以上が当面の対策であるが、 これ らの状況が今後続 く保障 はな く、海外企業や海外生産

での高付加価値生産 も可能 にな りつつあるな どの厳 しい現状 も事実である。

毎年、国立京都 国際会館で開催 され る 「京都ス コープ」は京都の持つ技術 を機軸 として、

日本独特 の感性豊か な服地 を提供す るために開催 されてお り、 まさに服地の京都 コレクシ

ョンとも言 うべ きものである。楊柳 ち りめんやバ ンブー繊維 との交織生地な ど、天然素材

のイメー ジを生か した多彩 な織技術 と柄 に よ り表現 された服地 は、前述の 「ジャパ ネス

ク」の一端 を担 うものであろう。 また、2004年 春夏 コレクシ ョンでは海外のデザイナーが

日本 の友禅 や西陣織 などを素材 とした作 品を数多 く発表 している。多様なニーズに応 じた

本当に良い ものを、高度な技術 で合理的に生産す ることが求め られ る時代 はこれか らもま

す ます本格 的になるのではないだろ うか。今後 もファッシ ョンビジネスの活性化 に向けた

様々な取 り組 みに期待 を寄せ るところである。
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ファッションビジネスの活性化に向けた取 り組み

注

注1)「TOYOTASewn-productsrnanagementSystem」

注2)PTT(ポ リ トリメチ レン ・テ レフタレー ト)「 ソ ロテ ックス」

注3)Ny:ナ イ ロ ン、Pe:ポ リエ ステル、Ac:ア ク リル、Pu:ポ リ ウ レタン、Co:コ ッ トン、Wo:ウ

ー ル、Ra:レ ー ヨン、etcト ー モ ロコシ/タ ケ/イ モ

注4)カ タ ログ表現、商 品に これ らの商標⑭ 、ロ ゴマー クが入 っている
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